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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期の業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 18,246 5.6 744 99.8 818 77.5 460 122.0 

28年３月期 17,280 △1.7 372 1.3 461 2.7 207 △27.9 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 26.06 － 1.9 2.9 4.1 

28年３月期 11.74 － 0.9 1.6 2.2 
 
（参考）持分法投資損益 29年３月期 － 百万円   28年３月期 － 百万円 
 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 28,930 24,545 84.8 1,388.03 

28年３月期 27,724 24,344 87.8 1,376.67 
 
（参考）自己資本 29年３月期 24,545 百万円   28年３月期 24,344 百万円 
 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 3,498 △133 △388 14,871 

28年３月期 819 △604 △389 11,895 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 純資産 

配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 0.00 － 22.00 22.00 389 187.4 1.6 
29年３月期 － 0.00 － 22.00 22.00 389 84.4 1.6 
30年３月期（予想） － 0.00 － 22.00 22.00   77.8   

 
 
３．平成30年３月期の業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 18,700 2.5 800 7.5 800 △2.2 500 8.7 28.27 

（注）当社は年次での業務管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の業績予想の記載を省略しております。詳細

は、添付資料Ｐ.４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、添付資料Ｐ．12「３．財務諸表及び主な注記（５）財務諸表に関する注記事項（会計方針の変     

更）」をご覧ください。 

 

（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 19,058,587 株 28年３月期 19,058,587 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 1,375,129 株 28年３月期 1,375,101 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 17,683,477 株 28年３月期 17,683,605 株 

 
 
 
※  決算短信は監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

 当事業年度（平成28年４月１日～平成29年３月31日）におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融緩

和を背景に一部に改善の遅れがみられるものの、企業収益や雇用情勢は緩やかな回復基調で推移いたしました。

 しかしながら、アメリカの金融政策正常化や政策の動向による影響、中国をはじめとするアジア新興国や資源国経

済の先行き、英国のＥＵ離脱問題に伴う影響など、景気の先行きについては依然として不透明な状況が続いておりま

す。

 当社の主力分野であります石油暖房機器業界におきましては、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロシアなどの非加盟

産油国による減産合意を受けて原油先物価格が上昇する一方で、昨年度発生したエルニーニョ現象による記録的な暖

冬に対する反動増の影響があり、市場規模は前年に比べて拡大いたしました。

 こうしたなかにあって当社は、市場や住環境の変化に対応した商品開発に取り組んでまいりました。

 

＜暖房機器＞

 暖房機器におきましては、日本国内の自社工場での生産による迅速な商品供給力と、安心して商品をお使いいただ

くための品質保証体制がお客様に評価され、業界内で確たる地位を築いております。

 主力商品であります石油暖房機器におきましては、最上位機種のＳＤＲタイプに除菌ステンレスフィルターを搭載

して付加価値を高めた新商品を発売いたしました。この他、お客様の要望に即した商品開発を行ない、全９タイプ30

機種の商品を発売し、売上は前年実績を上回りました。

 また、電気暖房機器におきましては、静音性能を高めたセラミックファンヒーター２機種を新発売し、認知度向上

のためのプロモーション活動などの販売活動に努めた結果、売上は前年実績を上回りました。

 この結果、暖房機器の売上高は149億４百万円（前年同期比5.3％増）となりました。

 

＜環境機器＞

 加湿器におきましては、運転音の静かさ、日本国内生産とそれに伴うアフターサービス体制をお客様に評価され

て、平成15年に生産を開始してからの累計生産台数は200万台を超えました。当事業年度においては３シリーズ16機

種を発売したほか、インフルエンザの流行が例年よりも早かったことによる需要の前倒しに対応した生産体制をとっ

たことにより、売上は前年実績を上回りました。

 この結果、環境機器の売上高は24億90百万円（前年同期比8.0％増）となりました。

 

＜その他＞

 その他におきましては、加湿器のフィルター販売が堅調だったことにより、売上高は８億52百万円（前年同期比

4.5％増）となりました。

 

 以上の結果、当事業年度における業績は、売上高は182億46百万円（前年同期比5.6％増）、営業利益は７億44百万

円（同99.8％増）、経常利益は８億18百万円（同77.5％増）、当期純利益は４億60百万円（同122.0％増）となりま

した。

- 2 -

ダイニチ工業㈱（5951）　平成29年３月期　決算短信（非連結）



(2）当期の財政状態の概況 

 当事業年度末の資産につきましては、流動資産は217億65百万円（前事業年度末比16億79百万円増）となりまし

た。これは主に現金及び預金が29億76百万円増加したことによるものであります。固定資産は71億65百万円（同４

億72百万円減）となりました。これは主に、機械及び装置が２億10百万円、工具、器具及び備品が１億72百万円減

少したことによるものであります。この結果、資産合計は289億30百万円（同12億６百万円増）となりました。 

 負債につきましては、流動負債は33億71百万円（同８億28百万円増）となりました。これは主に、預り金が３億

92百万円、未払法人税等が１億61百万円増加したことによるものであります。固定負債は10億14百万円（同１億77

百万円増）となりました。これは主に、繰延税金負債が95百万円増加したことによるものであります。この結果、

負債合計は43億85百万円（同10億５百万円増）となりました。

 純資産につきましては、株主資本は241億25百万円（同71百万円増）となりました。これは主に、繰越利益剰余

金が70百万円増加したことによるものであります。評価・換算差額等は４億19百万円（同１億29百万円増）となり

ました。これは、その他有価証券評価差額金が１億29百万円増加したことによるものであります。この結果、純資

産合計は245億45百万円（同２億円増）となりました。

 

(3）当期のキャッシュ・フローの概況

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ29億76百万円増加

し、当事業年度末には148億71百万円となりました。

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果獲得した資金は34億98百万円（前年同期比327.1％増）となりました。これは主に、たな卸資

産の減少額９億31百万円、減価償却費８億１百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は１億33百万円（同77.9％減）となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出１億30百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は３億88百万円（同0.3％減）となりました。これは主に、配当金の支払額３億

88百万円によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 83.2 84.8 84.7 87.8 84.8 

時価ベースの自己資本比率

（％）
49.1 46.6 47.7 38.7 43.6

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
－ － － － －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
－ － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）当社は期末に有利子負債がないため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率は記載しておりません。

（注４）当社は利払いがないためインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。
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(4）今後の見通し 

 今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな

回復に向かうことが期待されます。また、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があり

ます。

 このような環境のもとで当社といたしましては、お客様から信頼され支持されることを全ての活動の基本とし、

品質と製品安全の確保を重視し重大製品事故を未然に防止する体制を継続することに努め、多様化するニーズに即

した商品を提供してまいります。また、社内の合理化を進め経営体質改善の取り組みを継続してまいります。

 

 これにより通期の業績見通しにつきましては、売上高187億円（前年同期比2.5％増）、営業利益８億円（同

7.5％増）、経常利益８億円（同2.2％減）、当期純利益５億円（同8.7％増）を予定しております。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社の業務は現在日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、日本基準を採用することとしておりま

す。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,883,581 14,859,756 

受取手形 891,013 939,067 

売掛金 1,197,941 912,792 

有価証券 11,894 11,887 

製品 4,784,631 3,917,667 

仕掛品 108,449 147,254 

原材料及び貯蔵品 819,769 716,504 

前払費用 46,378 38,057 

繰延税金資産 323,425 211,781 

その他 20,251 11,656 

貸倒引当金 △1,000 △1,000 

流動資産合計 20,086,336 21,765,426 

固定資産    

有形固定資産    

建物 7,284,382 7,297,646 

減価償却累計額 △4,910,944 △5,094,299 

建物（純額） 2,373,437 2,203,347 

構築物 472,541 472,779 

減価償却累計額 △433,075 △439,749 

構築物（純額） 39,465 33,029 

機械及び装置 5,215,738 5,227,299 

減価償却累計額 △3,925,194 △4,147,747 

機械及び装置（純額） 1,290,543 1,079,551 

車両運搬具 119,070 119,070 

減価償却累計額 △101,531 △109,195 

車両運搬具（純額） 17,539 9,875 

工具、器具及び備品 6,616,745 6,565,324 

減価償却累計額 △6,231,595 △6,352,207 

工具、器具及び備品（純額） 385,150 213,117 

土地 ※１ 2,088,139 ※１ 2,087,425 

建設仮勘定 155,884 109,135 

有形固定資産合計 6,350,161 5,735,482 

無形固定資産    

ソフトウエア 46,897 24,674 

その他 1,827 3,136 

無形固定資産合計 48,725 27,811 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,197,144 1,366,238 

出資金 2,432 2,432 

破産更生債権等 346 269 

長期前払費用 17,667 12,191 

その他 22,202 21,552 

貸倒引当金 △656 △579 

投資その他の資産合計 1,239,135 1,402,103 

固定資産合計 7,638,022 7,165,398 

資産合計 27,724,358 28,930,824 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 954,763 1,002,928 

未払金 ※２ 311,944 ※２ 456,940 

未払費用 194,263 284,530 

未払法人税等 30,075 191,488 

前受金 25,408 38,347 

預り金 594,140 986,312 

賞与引当金 254,605 249,690 

製品保証引当金 177,800 160,800 

流動負債合計 2,543,001 3,371,038 

固定負債    

繰延税金負債 14,018 109,826 

再評価に係る繰延税金負債 ※１ 102,230 ※１ 102,230 

退職給付引当金 326,337 379,424 

役員退職慰労引当金 394,456 423,196 

固定負債合計 837,043 1,014,677 

負債合計 3,380,044 4,385,715 
純資産の部    

株主資本    

資本金 4,058,813 4,058,813 

資本剰余金    

資本準備金 4,526,572 4,526,572 

資本剰余金合計 4,526,572 4,526,572 

利益剰余金    

利益準備金 231,500 231,500 

その他利益剰余金    

特別償却準備金 197,357 164,706 

固定資産圧縮積立金 56,346 89,884 

別途積立金 12,260,000 12,260,000 

繰越利益剰余金 3,713,012 3,783,929 

利益剰余金合計 16,458,216 16,530,020 

自己株式 △989,882 △989,902 

株主資本合計 24,053,720 24,125,503 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 357,582 486,593 

土地再評価差額金 ※１ △66,988 ※１ △66,988 

評価・換算差額等合計 290,594 419,605 

純資産合計 24,344,314 24,545,108 

負債純資産合計 27,724,358 28,930,824 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 17,280,402 18,246,454 

売上原価    

製品期首たな卸高 4,560,186 4,784,631 

当期製品製造原価 13,207,118 12,611,361 

合計 17,767,305 17,395,993 

他勘定振替高 ※１ 98,236 ※１ 150,067 

製品期末たな卸高 4,784,631 3,917,667 

製品売上原価 ※２ 12,884,436 ※２ 13,328,257 

売上総利益 4,395,965 4,918,196 

販売費及び一般管理費    

運賃及び荷造費 709,078 699,619 

製品保証引当金繰入額 90,000 86,000 

貸倒引当金繰入額 346 53 

従業員給料及び手当 987,117 1,090,640 

賞与引当金繰入額 91,429 93,391 

退職給付費用 126,877 149,127 

役員退職慰労引当金繰入額 28,600 28,740 

減価償却費 164,438 140,594 

研究開発費 ※３ 596,441 ※３ 593,920 

その他 1,229,032 1,291,762 

販売費及び一般管理費合計 4,023,360 4,173,849 

営業利益 372,605 744,347 

営業外収益    

受取利息 3,552 721 

有価証券利息 3,629 952 

受取配当金 28,551 33,687 

作業屑収入 27,508 30,489 

受取賃貸料 23,078 21,542 

業務受託手数料 21,126 18,402 

助成金収入 54,900 51,144 

その他 15,676 15,906 

営業外収益合計 178,022 172,846 

営業外費用    

売上割引 88,408 98,219 

その他 915 54 

営業外費用合計 89,323 98,274 

経常利益 461,303 818,919 

特別利益    

固定資産売却益 ※４ 1,626 － 

投資有価証券売却益 32,636 － 

特別利益合計 34,262 － 

特別損失    

固定資産除却損 ※５ 94,514 ※５ 1,596 

訴訟和解金 － 50,000 

その他 ※６ 1,002 ※６ 714 

特別損失合計 95,517 52,310 

税引前当期純利益 400,049 766,608 

法人税、住民税及び事業税 21,500 141,100 

法人税等調整額 170,921 164,668 

法人税等合計 192,421 305,768 

当期純利益 207,627 460,840 
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【製造原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   7,869,586 56.4 7,532,925 56.6

Ⅱ 労務費 ※１ 1,931,493 13.8 1,945,958 14.6

Ⅲ 経費 ※２ 4,156,438 29.8 3,826,880 28.8

当期総製造費用   13,957,518 100.0 13,305,764 100.0

期首仕掛品たな卸高   121,333   108,449  

合計   14,078,852   13,414,213  

期末仕掛品たな卸高   108,449   147,254  

他勘定振替高 ※３ 763,284   655,598  

当期製品製造原価   13,207,118   12,611,361  

 

  原価計算の方法

   原価計算は予定原価に基づく組別総合原価計算を採用し、期末において原価差額を配賦して実際原価を算定しており

ます。

 

 （注）※１．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

賞与引当金繰入額（千円） 163,176 156,299

退職給付費用（千円） 190,224 212,322

 

    ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

外注加工費（千円） 2,707,649 2,566,589

減価償却費（千円） 876,014 660,522

 

    ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

有形固定資産（千円） 166,728 52,643

販売費及び一般管理費（千円） 596,441 602,326

貯蔵品（千円） △80 295

その他（千円） 194 333

合計（千円） 763,284 655,598
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

               (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
特別償却準
備金 

固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,058,813 4,526,572 4,526,572 231,500 23,582 17,743 12,260,000 4,106,806 

当期変動額                 

特別償却準備金の積立         180,184     △180,184 

特別償却準備金の取崩         △6,409     6,409 

固定資産圧縮積立金の積立           38,182   △38,182 

税率変更による積立金の調整額           420   △420 

剰余金の配当               △389,043 

当期純利益               207,627 

自己株式の取得                 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                 

当期変動額合計 － － － － 173,774 38,603 － △393,793 

当期末残高 4,058,813 4,526,572 4,526,572 231,500 197,357 56,346 12,260,000 3,713,012 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 16,639,631 △989,666 24,235,351 425,967 △72,393 353,573 24,588,925 

当期変動額               

特別償却準備金の積立 －   －       － 

特別償却準備金の取崩 －   －       － 

固定資産圧縮積立金の積立 －   －       － 

税率変更による積立金の調整額 －   －       － 

剰余金の配当 △389,043   △389,043       △389,043 

当期純利益 207,627   207,627       207,627 

自己株式の取得   △215 △215       △215 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）       △68,384 5,405 △62,979 △62,979 

当期変動額合計 △181,415 △215 △181,631 △68,384 5,405 △62,979 △244,610 

当期末残高 16,458,216 △989,882 24,053,720 357,582 △66,988 290,594 24,344,314 
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

               (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
特別償却準
備金 

固定資産圧
縮積立金 別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,058,813 4,526,572 4,526,572 231,500 197,357 56,346 12,260,000 3,713,012 

当期変動額                 

特別償却準備金の取崩         △32,651     32,651 

固定資産圧縮積立金の積立           33,537   △33,537 

剰余金の配当               △389,036 

当期純利益               460,840 

自己株式の取得                 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                 

当期変動額合計 － － － － △32,651 33,537 － 70,916 

当期末残高 4,058,813 4,526,572 4,526,572 231,500 164,706 89,884 12,260,000 3,783,929 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 16,458,216 △989,882 24,053,720 357,582 △66,988 290,594 24,344,314 

当期変動額               

特別償却準備金の取崩 －   －       － 

固定資産圧縮積立金の積立 －   －       － 

剰余金の配当 △389,036   △389,036       △389,036 

当期純利益 460,840   460,840       460,840 

自己株式の取得   △20 △20       △20 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）       129,011   129,011 129,011 

当期変動額合計 71,803 △20 71,782 129,011 － 129,011 200,794 

当期末残高 16,530,020 △989,902 24,125,503 486,593 △66,988 419,605 24,545,108 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 400,049 766,608 

減価償却費 1,040,452 801,116 

減損損失 1,002 714 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △472,743 28,740 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,853 △76 

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,424 △4,915 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,654 53,086 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △27,000 △17,000 

受取利息及び受取配当金 △35,732 △35,361 

訴訟和解金 － 50,000 

助成金収入 △54,900 △51,144 

有形固定資産売却損益（△は益） △1,626 － 

固定資産除却損 94,514 1,596 

売上債権の増減額（△は増加） 342,914 237,095 

たな卸資産の増減額（△は増加） △230,951 931,423 

仕入債務の増減額（△は減少） △106,824 48,164 

未払消費税等の増減額（△は減少） 31,345 121,861 

預り金の増減額（△は減少） △216,605 392,172 

未払費用の増減額（△は減少） 21,674 90,267 

未収入金の増減額（△は増加） 200,559 △1,949 

前受金の増減額（△は減少） △16,701 12,938 

その他 △80,494 47,507 

小計 879,310 3,472,847 

利息及び配当金の受取額 36,190 35,539 

助成金の受取額 54,900 51,144 

訴訟和解金の支払額 － △50,000 

法人税等の支払額 △151,334 △16,926 

法人税等の還付額 － 5,708 

営業活動によるキャッシュ・フロー 819,066 3,498,313 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △656,124 △130,898 

有形固定資産の売却による収入 1,626 － 

投資有価証券の売却による収入 50,886 － 

その他 △1,217 △2,591 

投資活動によるキャッシュ・フロー △604,828 △133,490 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △389,479 △388,579 

自己株式の取得による支出 △215 △20 

財務活動によるキャッシュ・フロー △389,695 △388,600 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △826 △53 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △176,283 2,976,168 

現金及び現金同等物の期首残高 12,071,759 11,895,475 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,895,475 ※１ 14,871,644 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年

度から適用しております。 

 

（貸借対照表関係）

※１．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律（平成13年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、再評価差額から税金相当額を控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

        める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価

と再評価後の帳簿価額との差額
△723,007千円 △730,031千円

 

※２．未払消費税等は未払金に含めて表示しております。
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（損益計算書関係）

※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

販売費及び一般管理費 92,319千円   145,061千円

製造費用 5,375   4,949

貯蔵品 541   56

計 98,236   150,067

 

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 前事業年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

 当事業年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

48,450千円 46,119千円 

 

※３．研究開発費の総額

 
 前事業年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

 当事業年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

一般管理費に含まれる研究開発費 596,441千円 593,920千円 

 

※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

車両運搬具 1,626千円   －千円

計 1,626   －

 

 

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

機械及び装置 1,397千円   1,254千円

工具、器具及び備品 92,500   139

建物 441   －

構築物 176   －

その他 －   202

計 94,514   1,596
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※６．減損損失 

 当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

場所 用途 種類

新潟県三条市 遊休資産 土地

 上記の資産については、遊休状態にあり、市場価格が帳簿価額より下落していることにより帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,002千円）として特別損失に計上いたしました。

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額に基づき算出しております。

 

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

場所 用途 種類

新潟県三条市 遊休資産 土地

 上記の資産については、遊休状態にあり、市場価格が帳簿価額より下落していることにより帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（714千円）として特別損失に計上いたしました。

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額に基づき算出しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 

株式数
（株）

当事業年度増加
株式数
（株）

当事業年度減少
株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 19,058,587 － － 19,058,587

合計 19,058,587 － － 19,058,587

自己株式        

普通株式 1,374,805 296 － 1,375,101

合計 1,374,805 296 － 1,375,101

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。

 単元未満株式の買取りによる増加         296株

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日 

定時株主総会
普通株式 389,043 22 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 389,036 利益剰余金 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首 

株式数
（株）

当事業年度増加
株式数
（株）

当事業年度減少
株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 19,058,587 － － 19,058,587

合計 19,058,587 － － 19,058,587

自己株式        

普通株式 1,375,101 28 － 1,375,129

合計 1,375,101 28 － 1,375,129

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。

 単元未満株式の買取りによる増加          28株
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 389,036 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日 

定時株主総会
普通株式 389,036 利益剰余金 22 平成29年３月31日 平成29年６月28日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前事業年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 11,883,581千円 14,859,756千円

有価証券（ＵＳマネーマーケットファンド） 11,894  11,887 

現金及び現金同等物 11,895,475  14,871,644 

 

（持分法損益等）

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

a. セグメント情報

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に営業部、全国の主要都市に各営業所を置き、包括的な戦略を立案し、事業展開を行っております。

したがって、当社は営業部、営業所を基礎としたセグメントを構成しており、これらの６つを報告セグメントとし

ております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、財務諸表を作成するために採用

される会計方針に準拠した方法であります。

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価格で評価しております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

東北 
営業所 

新潟 
営業所 

関東 
営業所 

関西 
営業所 

九州 
営業所 

営業部 計 

売上高                  

外部顧客への
売上高 

628,451 1,029,404 9,777,020 3,494,784 534,713 1,816,028 17,280,402 － 17,280,402 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － － － － 

計 628,451 1,029,404 9,777,020 3,494,784 534,713 1,816,028 17,280,402 － 17,280,402 

セグメント利益 
又は損失（△） 

76,169 244,811 2,176,507 732,037 73,277 △97,569 3,205,234 △2,832,629 372,605 

（注）１．「その他」の区分には、報告に含まれない事業セグメントはなく、報告セグメントに帰属しない利益となっ

ております。

２．上記以外の資産、負債その他の項目の金額に関しては、報告セグメント単位での管理を行っておらず全社の

資産、負債その他の項目の金額として取締役会に提供されているため、貸借対照表をもって報告といたしま

す。
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

東北 
営業所 

新潟 
営業所 

関東 
営業所 

関西 
営業所 

九州 
営業所 

営業部 計 

売上高                  

外部顧客への
売上高 

644,914 1,094,270 10,115,597 3,672,724 568,572 2,150,375 18,246,454 － 18,246,454 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － － － － 

計 644,914 1,094,270 10,115,597 3,672,724 568,572 2,150,375 18,246,454 － 18,246,454 

セグメント利益 
又は損失（△） 

91,746 284,669 2,567,652 850,206 107,036 182,494 4,083,806 △3,339,459 744,347 

（注）１．「その他」の区分には、報告に含まれない事業セグメントはなく、報告セグメントに帰属しない利益となっ

ております。

２．上記以外の資産、負債その他の項目の金額に関しては、報告セグメント単位での管理を行っておらず全社の

資産、負債その他の項目の金額として取締役会に提供されているため、貸借対照表をもって報告といたしま

す。

 

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

 利益又は損失（△） 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 3,205,234 4,083,806

「その他」の区分の損失（△） △2,832,629 △3,339,459

全社費用（注） △2,930,851 △3,048,607

棚卸資産の調整額 144,398 △294,682

その他の調整額 △46,176 3,830

財務諸表の営業利益 372,605 744,347

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
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b. 関連情報

前事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円） 
 

  暖房機器 環境機器 その他 合計 

外部顧客への売上高 14,159,286 2,305,819 815,295 17,280,402

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

     本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

     本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

㈱ヤマダ電機 2,868,565 関東営業所

㈱ケーズホールディングス 2,538,045 関東営業所

㈱エディオン 1,991,494 関西営業所

 

当事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円） 
 

  暖房機器 環境機器 その他 合計 

外部顧客への売上高 14,904,225 2,490,098 852,129 18,246,454

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

     本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

     本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

㈱ヤマダ電機 3,147,161 関東営業所

㈱ケーズホールディングス 2,536,604 関東営業所

㈱エディオン 2,062,519 関西営業所
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c. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 当事業年度において計上しました減損損失1,002千円は、報告セグメントに配分されていない全社資産に係るも

のであります。

 

当事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

 当事業年度において計上しました減損損失714千円は、報告セグメントに配分されていない全社資産に係るもの

であります。

 

 

d. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

 該当事項はありません。

 

 

e. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,376.67円 1,388.03円

１株当たり当期純利益金額 11.74円 26.06円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当期純利益金額（千円） 207,627 460,840

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 207,627 460,840

期中平均株式数（千株） 17,683 17,683

 

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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４．その他

（１）役員の異動

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補者 

   取締役 吉井唯（現 経営企画部長） 

 

 ・退任予定取締役 

   取締役 佐藤芳明 

 

③ 就任及び退任予定日 

  平成29年６月27日 
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